
エネルギー転換を支える電力システム改革に向けて

2024年2月27日
公益財団法人　自然エネルギー財団

第70回　電力・ガス基本政策小委員会
電力システム改革の検証に係るヒアリング



公益財団法人 自然エネルギー財団　電力システム改革への取組

政策提言：電力システム調査研究・系統研究 情報公開と提供：電力需給チャート＆マップ

・電力システム改革についての提言　　2020年5月　2022年年11月 
・海外の電力システム改革レポート　　2012年10月　2021年2月 
・エネルギー安全保障についての報告　2022年11月
・自然エネルギーによる脱炭素化のための送電網のあり方　2023年4月
・「アジア国際送電網研究」については　2017年4月、18年6月、19年7月　　　　　
　他、https://www.renewable-ei.org/activities/projects/grid.php

沖縄を除く9一般送配電事業者エリアの電力需給データと広域機関系統潮流実績データを用い、
全国の電力使用状況と流れを可視化するサイト、系統マップサイトを開発（日本語・英語）

コミュニケーション：国際会議やワークショップ
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電力システム改革への意義と期待

競争と効率性：独占や寡占が解体され効率的な運営が目指される。政府の規制による義務ではなく、市場シグナルに
基づいて資源が分配される。最も必要とされる場所や最も収益性の高い場所に投資が向けられる。

需要家の参加と選択の多様化：需要家や消費者の電力メニューの選択や、生産者や取引業者としてエネルギー市場へ
の参加を可能にする。需要家や消費者は、より多くの情報を得た上で意思決定を行い、持続可能な実践を支援する。

送電網の近代化： こうした改革は、送電網近代化の取り組みと密接に関連し、スマートグリッド技術への投資、送電
網の回復力の向上、自然エネルギーの統合強化などが行われる。送電網の近代化は、電力網の信頼性と回復力を高
め、停電のリスクを低減し、システム全体の性能を向上させる。

リスク軽減： エネルギー源や市場参加者の多様化は、単一のエネルギー源や供給者への過度な依存に伴うリスクを軽
減する。エネルギー安全保障を強化し、供給途絶や価格高騰に対する脆弱性を軽減する。

新しい技術やビジネスモデル：新しい技術が導入され、電力の信頼性と効率的な価格設定に貢献する。

環境の向上：競争と新しい技術導入を促進することで、よりクリーンなエネルギー源への移行を加速し、発電に伴う
温室効果ガスの排出やその他の汚染物質の削減に貢献する。

より競争力のある革新的な電力市場は、経済成長を刺激し、自然エネルギー開発、送電網インフラ、エネルギー効率、
技術など、さまざまな分野で雇用機会を創出することができる。



電力システム改革により目指した姿：理念と方針

電力システム改革の基本理念（専門委員会報告書 P6）
これまで料金規制と地域独占によって実現しようとしてきた「安定的な電力供給」を、国民に開かれた電力システムの下
で、事業者や需要家の「選択」や「競争」を通じた創意工夫によって実現する方策が電力システム改革である。

電力システムに関する改革方針（2013年4月2日閣議決定）
Ⅰ．電力システムの改革の目的 
１．安定供給を確保する：東日本大震災以降、原子力発電への依存度が大きく低下し、大半の発電が既存火力に依存する
中、分散型電源を始め、多様な電源の活用が不可避である。特に、出力変動を伴う再生可能エネルギーの導入を進める中
でも、安定供給を確保できる仕組みを実現する。これまでの「同じ価格で需要に応じていくらでも電力を供給する」仕組
みではなく、需要家の選択により需要を抑制したり、地域間の電力融通等の指示を行うことができる仕組みを導入し、需
給ひっ迫への備えを強化する。 
２．電気料金を最大限抑制する：原子力比率の低下、燃料コストの増加等による電気料金の上昇圧力の中にあっても、競
争の促進や、全国大で安い電源から順に使うこと（メリットオーダー）の徹底、需要家の選択による需要抑制を通じた発
電投資の適正化により、電気料金を最大限抑制する。 
３．需要家の選択肢や事業者の事業機会を拡大する：電力会社、料金メニュー、電源等を選びたいという需要家の様々な
ニーズに多様な選択肢で応えることができる制度に転換する。また、他業種・他地域からの参入、新技術を用いた発電や
需要抑制策等の活用を通じてイノベーションを誘発し得る電力システムを実現する。
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2023e 
> 1,430GW

2022 
1,047GW

2023年一年間で､400GW以上の
太陽光が導入された見通し

PVの世界加重平均LCOE（2010～2022年)

出典：IRENA (2023), Renewable Power Generation Costs in 2022出典：IRENA (2023), Renewable Energy Capacity Statistics 2023 + IEA Renewables 2023 + news reports

2023

エネルギー転換：世界の太陽光発電の拡大とコスト低減
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2023e >1,007 GW

2023
出典：IRENA (2023), Renewable Power Generation Costs in 2022

世界加重平均LCOE（2010～2022年) 世界加重平均LCOE（2010～2022年)

陸上風力　　　　　　　洋上風力
2022 899 GW

出典：IRENA (2023), Renewable Energy Capacity Statistics 2023 + IEA Renewables 2023 + news reports

エネルギー転換：世界の風力発電の拡大とコスト低減
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エネルギー転換：世界と日本の自然エネルギー導入推移

https://ourworldindata.org/explorers/energy?
tab=chart&time=2010..2022&Total+or+Breakdown=Select+a+source&Energy+or+Electricity=Electricity+only&Metric=Share+of+tot
al&Select+a+source=Solar+and+wind&country=USA~GBR~OWID_WRL~DEU~JPN~FRA

電力生産における風力と太陽光の占める割合（2010年から2022年の進展）
ドイツ

英国

米国
フランス
世界平均
日本

7



8 source）IRENA (2023) + RTS(2023) など参照

source）JWPA（2024)

風力発電 
2010 2.5 GW →2022 4.8 GW →2023 45.2 GW

太陽光発電 
2010 3.6GW → 2023 85 GW

エネルギー転換：日本の変動型自然エネルギーの拡大

2012年の固定価格買取法導入以降、売電用太陽光が拡大


◎　一方で、風力発電は、系統接続の困難さ、助成制度や法制度の
改定など変わる政策に伴って、市場が影響を受けてきた。　　


　2000年：電力会社による長期購入メニュー


　2003年：RPS法施行


　2007年：改正建築基準法施行


　2009年：地域新エネルギー等導入促進事業、


　　　　　新エネルギー等事業者支援対策事業終了


　2012年：FIT法施行（7月）、環境影響評価法施行（11月）
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気候危機：IPCC 第6次評価報告書 統合版　2035年までの削減

出典：IPCC 第６次報告書 第３作業部会（IPCC AR6 WG3）解説サイト「IPCC 第６次報告書 統合報告書 解説資料」

第6次報告書の提起するもの
「気候変動は人間の幸福と地球の健康に対する脅威であり、全ての人々にとって住みやすく持続可能な将
来を確保するための機会の窓が急速に閉ざされようとしている。 

2035年までに、2019年比で温室効果ガス60％削減、二酸化炭素 65％削減が必要
＊現行の日本の2030年に2013年比46％削減は、2019年比では37％削減に留まる。
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気候危機：IPCC 第6次評価報告書 統合版　緩和オプション

出典：IPCC第6次評価報告書の概要 統合報告書、環境省、2023年11月版に加筆 10



出典）UNFCCC COP28 決定事項等を抜粋

気候危機：COP28 化石燃料からの脱却ーtransition away 

2023年11月30日～12月13日まで 
UAEドバイで開催

・エネルギーシステムにおける化石燃料から
の脱却 

・30年までに世界の再生可能エネルギー容量
を3倍に、エネルギー効率改善率を2倍に 

・35年までに世界全体の温室効果ガス排出量
を2019年比で60%削減 

＊現行の日本の2030年に2013年比46％削減は、2019年比では
37％削減に留まる。
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電力システム改革：自然エネルギーと気候緩和に関わる成果と課題

主な取組 期待された主な効果 自然エネルギーと気候緩和に関わる
主な成果

自然エネルギー活用と気候緩和に向けた
さらなる課題

競争部
門 
発電・
小売

卸電力市場
の活性化

・広域メリットオーダーによ
る発電の最適化
・経済合理的な電源保有実現
・発電部門の競争促進

・限界費用の低い自然エネルギーによ
る卸電力市場の価格低下

・優先給電ルールに伴う自然エネルギー出力抑制
・石炭など化石燃料を温存する容量市場

小売全面自
由化

・新たなサービス・料金メ
ニューの提供
・低廉な小売価格
・価格シグナルでの需要抑制

・自然エネルギー100%メニュー
・コーポレートPPAの登場
・電気の使い方で安価になる電力メ
ニューの登場（例：昼間割引メ
ニュー） 
・DRサービスの拡大

・わかりにくい非化石価値制度
・規制料金/最終保障供給における燃料費調整スキーム
・実質的な化石燃料補助となる激変緩和措置
・自然エネルギー発電に合わせ安価になる電力メ
ニューのラインナップ増の必要性
・需要家が自然エネルギーを調達しにくい市場
・上げDRに対するインセンティブ不足

送配電
部門

広域系統運
用の拡大

・広域メリットオーダーによ
る発電の最適化
・広域的な系統計画

・限界費用の低い自然エネルギーによ
る卸電力市場の価格低下
・自然エネルギーの導入拡大を実現す
るための系統マスタープラン

・優先給電ルールに伴う出力抑制
・野心的な自然エネルギー導入目標の設定

送配電部門
の 
中立性確保

・様々な事業者による公平な
系統利用
・小売競争の環境整備
・需給調整における多様な電
源の活用

・自然エネルギーの系統アクセス機会
の拡大（日本版コネクト&マネージ）
・送電線空き容量などを含めた系統情
報の公開
・電力需給データ（含：燃料種別）の
公開）

・送配電部門のさらなる中立化
・必要な地内系統の増強と連系手続きの迅速化
・自然エネルギーによる需給調整機能の提供の導入
（例：下げ調整力）
・さらなる系統情報の公開（例：一送の再エネ発電予
測のリアルタイム公開）
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電力システム改革：広域メリットオーダーによる発電の最適化

（成果）取引市場の流動性の高まり

（出典）自然エネルギー財団ウェブサイト「統計：電力市場」

2010年以降の卸電力取引所（JEPX）における取引率

（成果）限界費用の低い自然エネルギー
電力による卸電力市場価格の低下

2023年5月14日（日）のJEPX約定価格

（出典）日本卸電力取引所「取引市場データ」
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電力システム改革：広域メリットオーダーによる発電の最適化

（課題）優先給電ルールに従う自然エネルギーの出力制御

（出典）九州電力「優先給電ルールの考え方について」（2016年7月）

大規模な長期固定電源による発電が優先され、 
自然エネルギーが活用されない

九州エリアにおける 2023年4月30日～5月3日の需給実績

原子力：4.2GW

出力制御（太陽光+風力）：最大5.6GW

（出典）自然エネルギー財団ウェブサイト「電力需給＆連系線潮流マップ」 14



電力システム改革：広域メリットオーダーによる発電の最適化

（課題）石炭など化石燃料を温存する容量市場

（出典）電力広域的運営推進機関「容量市場メインオークション約定結果（対象実需給年度：2027年度）」（2024年1月）に赤枠追記 15



電力システム改革：新たなサービス・料金メニューの提供

（成果）電力システム改革以降に登場した 
100%自然エネルギー電力メニューの一例

（課題）わかりにくい非化石価値制度 
（例：電源構成・再エネ表示・ゼロエミ表示）

（出典）自然エネルギー財団「電力調達ガイドブック 第7版（2024年版）」（2024年1月） （出典）経済産業省「電力の小売営業に関する指針（令和5年4月1日改定）」（2023年4月） 16



電力システム改革：新たなサービス・料金メニューの提供

（成果）自然エネルギーの有効活用を目指した電力メニューの登場

（出典）東京電力エナジーパートナー「カーボンニュートラル社会の実現に向け
た新しい暮らし方のご提案について」（2022年1月25日）

（出典）九州電力「低圧お客さま向け新料金プラン『おひさま昼トク
プラン』を創設します」（2024年2月6日）

（課題）ラインナップ数の増加・自然エネルギー発電に応じた電力消費行動の浸透

東京電力エナジーパートナー 
おひさまエコキュート専用プラン「くらし上手」

九州電力 
「おひさま昼とくプラン」
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国
加盟企業数 
（本社所在）

加盟企業数 
（事業実施）

電力消費量 
TWh

自然エネルギー比率 
％

米国 94 221 105 68

英国 46 183 12 99

ドイツ 15 165 12 85

中国 6 211 30 32

日本 66 173 28 15

全世界 227 334 376 49

（課題）需要家が自然エネルギーを 
購入しにくい市場

RE100加盟企業の自然エネルギー電力利用状況（2021）

世界で拡大するCPPA(GW)：2023年で200GW近くに

（成果）コーポレートPPAの登場

北米 
南米

欧州 
中東 
アフリカ

アジア 
太平洋

累計

年間 GW 累計 GW

*オンサイトPPAを含まない

出典）BloombergNEF, 2024

オンサイトPPAとオフサイトPPAを組み合わせた例

電力システム改革：新たなサービス・料金メニューの提供

出典）自然エネルギー財団、2023 18



グリッド予報：『「グリッド予報」は、Apple製デバイスの新しいツー
ルで、一日を通じてユーザーの電力網に比較的クリーンなエネルギー源
やよりクリーンではないエネルギー源がある時間帯を表示します。』

出典）https://www.apple.com/jp/newsroom/2023/09/apple-unveils-its-first-carbon-neutral-products/

出典）https://www.apple.com/environment/pdf/products/watch/Carbon_Neutral_Apple_Watch_Series_9_PER_Sept2023.pdf

ご参考）自然エネルギーを利用するサプライチェーン

Apple Watch シリーズ9：カーボンニュートラル製品
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電力システム改革：価格シグナルを通じた需要抑制

（成果）ディマンドレスポンスサービス（下げDR）の拡大

（出典）エネルエックスジャパン「大興製紙様におけるディ
マンドリスポンスの事例」（https://www.enelx.com/jp/ja/
case-studies/taiko-paper）

（課題）下げDRに加え、上げDRに対してもインセンティブが働く仕組みの必要性 
（例：ネガティブプライスなど）が十分ではない

（出典）電力・ガス取引監視等委員会　第84回制度設計専門会合・資料6「2023年度向け調
整力電源Ⅰ‘の調達結果等について」（2023年4月25日）に赤枠追記
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電力システム改革：広域的な系統計画

（課題）さらなる自然エネルギー導入目標の設定（成果）系統マスタープランの策定

広域機関ベースシナリオにおける系統増強計画案

出典）電力広域的運営推進機関「広域系統長期方針（広域連系系統のマス
タープラン）別冊（資料編）」（2023年3月）

現行の系統マスタープランは2050年の発電電力量のうち
5～6割を自然エネルギーで賄う前提

出典）経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
（2020年12月25日） 21



電力システム改革：公平な系統利用と小売競争の環境整備

出典　自然エネルギー財団「電力システム改革に対する提言ー自然エネルギーのさら
なる導入拡大に向けて」（2020年3月現在の情報を基に作成、一部加筆） 
https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/
electricity_system_reform_2020.pdf

フランス ドイツ 日本

会社の方針決定に関する法令上の行為規制の例

投資決定の独立性 送電会社による決定の独立性が保証されなければならない 特別の定めなし

人事に関する法令上の行為規制の例

就任前のポストによる資格制限 
（括弧内は考慮される期間）

取締役等の一部 
執行役全員（過半数3年
間、少数派6か月間）

経営陣全員（過半数3年間、少数派6
か月間） なし（自主的取組）

兼業禁止
取締役の一部 
執行役全員 
従業員全員

経営陣全員 
従業員全員 取締役及び一部従業員（例外あり）

退任後4年間の就職制限 取締役等の一部 
執行役全員 経営陣全員 なし（自主的取組）

取締役等の任命・解任等への規
制機関の関与

規制機関への報告が必要 
（規制機関の異議がなければ発効）

兼業禁止違反にたいしては 経済産業大臣の是
正措置命令

取締役等の報酬への規制 垂直統合企業の事業や業績に影響されない基準で決定 なし

人材の独立性 法務・会計・IT人材、会計監査人の独立性必要（共用禁止） なし

情報管理・取引等に関する法令上の行為規制の例

差別的取り扱いの禁止 行為規範を策定（規制機関が承認） 規程を策定（経済産業大臣へ報告）

垂直統合企業との商業上・財務
上の取引の取扱い 規制機関に報告し、承認を得る 記録の上、概要を経済産業大臣に報告。通常条

件と異なる取引は経済産業大臣の承認を得る

情報システムの共用 禁止 禁止（ごく一部の例外あり） 目的や情報ごとのアクセス制限の下で許容

社名の利用 垂直統合企業との混同を生じる恐れのあるものは禁止 同一であると誤認のおそれのある商号は禁止

法令遵守体制に関する法令上の行為規制の例

責任者 コンプライアンス・オフィサー（国により呼称は異なる） 法令遵守責任者、監視部門

責任者の任免等 ・資格制限、兼職、退職後の就職制限あり 
・規制機関による承認が必要

・取締役等と同様の兼職禁止規定（法令遵守責
任者） 

・発電・小売部門から独立（監視部門）

責任者の職務

・行動規範実施状況の監視 
・行動規範実施のための施策策定 
・施策に関する社内機関への提言 
・アニュアルレポートの作成・規制機関への提出 
・規制機関への実施違反通報義務

・法令遵守体制を監視 
（法令遵守責任者、監視部門） 
・法令遵守体制の作成 
（法令遵守責任者） 
・取締役会に報告（監視部門） 
※ 監視結果を経済産業大臣に年次報告（事業
者として） 

※ 規制機関への通報義務規定なし

責任者の情報アクセス等 すべての会議への出席、情報アクセス、場所への立入り権限 特段の定めなし

（現状認識） 
・電力システム改革以降、想定潮流の合理化、N-1電制、
ノンファーム型接続などの取り組みにより、自然エネル
ギーの系統利用は拡大。 
・一方、法的分離は、発電・小売部門と送配電部門との会
社のつながりがあり、グループ全体としての利益と送配電
会社の利益との相克を原理的に抱える。 
・地内送電線の増強計画が進められるのはこれから。 
・2022年12月、一般送配電事業者が管理する情報の漏え
いが発覚。その後の調査で個社の特殊事例ではないことが
明らかに。規則やガイドラインが改正されたが、本格実施
はこれから。　

（課題） 
　早期の独立性・中立性確保に向けた、 
　将来を先取りした規制強化 
　規制機関の監視のあり方と体制の強化
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電力システム改革：需給調整における多様な電源の活用

（現状認識）本来確保すべき下げ調整力を 
「出力制御＋上げ調整力」で確保

（出典）経済産業省　第4回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現
に向けた実務検討作業部会電力広域的運営推進機関「参考資料3」（2023年1月31日）

（課題）自然エネルギーによる需給調整機能の
提供（下げ調整力）

ベルギーで実施された風力発電所（81MW）による 
下げ調整力の提供実験

（出典）Elia “Delivery of downward aFRR by wind farms” (2015年10月）
23
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https://orsted.de/presse-media/news/2022/05/borkum-riffgrund-1-regelenergie

＜プレスリリースより抜粋翻訳＞ 
Ørsted社洋上風力発電所、独送電網に制御予備力を提供する独初の洋上
風力発電所となる 
19.05.2022 19:15　Ørsted社のBorkum Riffgrund 1風力発電所は、系統を安定させるドイツ初の洋上風力発電
所である。ボルクム・リフグランド1風力発電所は、事前審査に合格した後、バランシング電源が分リザーブお
よび二次リザーブの形で提供され、電力グリッドに供給されることを実証した。 

ライプチヒ／ハンブルク／バイロイト 　Ørsted社のBorkum Riffgrund 1洋上風力発電所は、ドイツの電力網に系
統安定化バランシング電力を供給開始した。Energy2market社とØrsted社は、Borkum Riffgrund 1からの電力を
ドイツの電力網のバランシング電力として提供することに協力している。送電系統運用者TenneTが指定した事前
資格認定がおりたが、TenneTに加え、このプロジェクトのベースとなっているEnergy2marketの事前認定コンセ
プトは、ドイツの他の3つの送電システムオペレーターをも納得させ、4つの制御エリアすべてで承認された。 

TenneTのCOOであるTim Meyerjürgensは「他の送電系統運用者とともに、TenneTは、バランシング電源として
風力発電所を獲得することを目的として、事前資格審査条件の改定に集中的に取り組んできた。最初の洋上風力
発電所の事前認定が、他の市場参加者にもこのステップを踏み出す動機付けとなり、今後ますます多くの風力
タービンによるバランシング電源がドイツのバランシング電源市場で取引されるようになると確信している」 

制御エネルギーが電力網の変動を相殺 

ドイツではエネルギー転換が進み、原子力発電や石炭火力発電が段階的に廃止されている。バランシング電源の
供給ギャップを防ぐため、ドイツの送電系統運用者は、風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーの事前
認定に力を入れている。バランシング・エナジーという用語は、制御電力とも呼ばれる。これは、送電網の変動、
すなわち送電網の周波数を補償するための予備として機能する。送電網の変動は、例えば、電力需要の急激な低
下や天候の変化により、風力発電や太陽光発電の発電量が増加することで発生する。バランシング・エナジーを
使用することで、こうした変動を補い、発電と消費のバランスを保つことができる。電力は送電網に供給するこ
とも、送電網から取り出すこともできる。 

風力タービンの事前審査がこれまで稀だったのはなぜか？ 

バランシング電源の供給スピードに加えて、供給される電力の安定性も極めて重要である。ボルクム・リフグル
ンド1発電所（OWP）は、この問題に対する解決策を提供、この発電所はいわゆる動作点を継続的に調整する。
供給される制御電力はこれに基づいて決定される。そのため、TenneTのコントロールセンターにある電力周波
数コントローラーにとって、OWPは通常の発電所のように見える。さらに、Energy2marketは、翌日の販売電力
量を正確に計画する。天気予報が不正確な場合、供給電力は若干少なくなるが、それでも確実に供給することが
できる。

電力システム改革：需給調整における多様な電源の活用



ご参考）周波数制御機能ー１：再エネを含む全ての発電設備共通

■ 需給のアンバランスにより秒オーダーで変動する周波数に対して、全ての発電機が自律制御で周波数を
規定範囲内に制御する一次周波数制御機能：再エネが電力品質維持に貢献

■ 欧州１
● Requirements for Generators（RfG）(2016)：具体的な制御定数設定値は、各国の発電設備構成・電圧クラスなどにより異な
るが、全ての発電設備は一次周波数制御機能を具備し、各国のグリッドコード（ネットワークコード）に反映済み

■ 米国２
● FERC Order No.842 （2018）：同期機・非同期機に関わらず、一時周波数応答（調定率5%、不感帯±0.036Hz）を供すること
を接続要件（接続義務）とする

■ 日本３
● OCCTO グリッドコード検討会にて、 

2020年9月から要件化の検討を開始
● 第13回（2023年6月7日）にて具体的な 
検討を行い、フェーズ2:中期(2025年前後) 
要件化を目指している
➢ 周波数上昇時に、再エネはゼロ出力まで低減可能
　（事前の出力抑制指令に含めたマージンが不要となる）
➢ 周波数低下時の出力上昇は、定格出力基準ではなく 
出力可能値基準とすることにより機会損出の低減可能

1：https://www.entsoe.eu/network_codes/rfg/
2：https://www.ferc.gov/media/order-no-842
3：https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/index.html

図の出典：第13回　グリッドコード検討会　資料４
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ご参考）周波数制御機能ー２：風力発電

■ Requirements for Generators（RfG）(2016)により、各国の要求仕様が統一されたが、本機能はそれ以前
から各国で適用されており、IECでは各制御機能とその評価方法を規定した。日本でもこれに準じた測定
方法により、制御特性を確認している。

■ 風力発電　IEC規格
● IEC 61400-21-1:2019１　Measurement and assessment of electrical characteristics - Wind turbines
● IEC 61400-21-2:2023２　Measurement and assessment of electrical characteristics - Wind power plants

■ 日本風力発電協会
● 電力品質維持にも貢献する風力発電－有効電力・周波数制御機能の特性と効果－３
　 青森県で運転中の風力発電所において、各種制御機能特性実測し、その有効性を検証している

1：https://webstore.iec.ch/publication/29528 　左図
2：https://webstore.iec.ch/publication/27873　 中図
3：日本風力発電協会　協会誌　14号（2018年10月）　右図

周波数制御機能ON（不感帯0.05HZ）、出力変化率制限制御ON 
2,000kW機8基の制御特性　時間幅：5分
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ご参考）周波数制御機能ー３：太陽光発電

■ 300MWの太陽光発電所における試験結果（California ISO、NREL、First Solar）
■ 設定値通りの特性に従って、出力低減・出力増加制御を行うことを確認

出典：USING RENEWABLES TO OPERATE A LOW-CARBON GRID
　　　　Demonstration of Advanced Reliability Services from a Utility-Scale Solar PV Plant  2017年1月
　　　　http://www.caiso.com/Documents/UsingRenewablesToOperateLow-CarbonGrid.pdf

試験時の周波数調定率特性
周波数低下時（調定率＝3％の場合、時間幅：500秒）

白：周波数　黄色：太陽光出力

周波数上昇時（調定率＝5％の場合、時間幅：200秒）

調定率＝5％、3％（出力可能値基準方式）　
不感帯＝±0.036Hz　
リザーブ量＝10％ 
出力上限＝出力可能値　
出力下限＝出力可能値の20％　
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電力システム改革：需給調整における多様な電源の活用

出典　Red Electrica de Espana （スペインTSO）

 “Al dia” 2024年2月22日 https://www.ree.es/es/datos/aldia　

“Península - Seguimiento de la demanda de energía eléctrica” 2024年2月21日

https://demanda.ree.es/visiona/peninsula/demandaqh/acumulada/2024-02-21

（出典）　東京電力パワーグリッド　“でんき予報” 2024年2月23日

https://www.tepco.co.jp/forecast/　https://www.tepco.co.jp/forecast/html/area_data-j.html

（課題）さらなる系統情報の公開（例：一送の再
エネ発電予測のリアルタイム公開）

（成果）電力需給燃料種別データ（含：燃料種
別）やインバランス価格リアルタイム公開

（出典）　インバランス料金情報公表ウェブサイト 2024
年2月23日https://www.imbalanceprices-cs.jp/
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電力システム改革：自然エネルギーの拡大に伴う調整力の増大

（現状認識）FiT向け調整力である3次調整力②交付額が年間1,000億円超となると共に 
3次調整力①および②において調達不足が発生

（出典）経済産業省　第55回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
（資料3）「再エネ予測誤差に対応するための調整力確保費用」（2023年9月27日）に赤枠追記

3次調整力における調達不足の割合 
（例）100％＝当該月当該ブロックすべてで未達が発生

（出典）電力・ガ
ス取引監視等委員
会　第84回制度設
計専門会合「需給
調整市場（三次調
整力①及び②）の
運用状況等につい
て」（2023年4月
25日） 29



（出典）ENTSO-E “Annual Report 2019”, https://annualreport2019.entsoe.eu/market/　（2020年7月）

（参考）欧州の需給調整商品の区分け

電力システム改革：自然エネルギーの拡大に伴う調整力の増大
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（出典）

*日本のバランシンググループに相当

出典）Lion Hirth @LionHirth
04:28AM, 24FEB2024, https://twitter.com/LionHirth/status/1761110908208656713

2008年から2023年まで：
・風力＋太陽光発電設備容量は5倍増加
・バランシング・リザーブ（aFRR＋mFRR）は50％減

可能にしたのは：
・TSOの協力
・気象モデルの改善

分散型のバランシング：
・重要な役割を果たした
・多くの要因の原動力となった　(予測、取引）

（参考）RR（3次調整力相当）をTSOが調達しないドイツにおけるBalancing Powerの調達量

ドイツのバランシング・パラドックス

風力＋太陽光容量
FRR 下げ
FRR 上げ

RRをTSOが調達しないドイツでは、BRP（Balancing Responsible Party*）がその機能を担い、FCRとFRRをTSOが担当。
変動型自然エネルギーが増加してもFRRについては上げ・下げの両方の調達量が低下

電力システム改革：自然エネルギーの拡大に伴う調整力の増大
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（出典）Consentec GmbH “Description of the balancing process and the balancing markets in Germany”（2022年8月）

（参考）RR（3次調整力相当）をTSOが調達しないドイツにおけるBalancing Powerの調達コスト

ドイツにおけるバランシング容量とエネルギーコストの状況

TSOが調達するFCR・FRRの調達総額は、ウクライナ危機以降、aFRR（上げ）において増加が見られるが、変動型自然エネルギーの拡
大に伴う増加との相関は高くない

電力システム改革：自然エネルギーの拡大に伴う調整力の増大
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電力システム改革：供給力確保の議論について

（現状認識）電力システム改革以降、旧式の火力発電がリプレイスもしくは休廃止

（出典）経済産業省　第69回電力・ガス基本政策小委員会（資料3）「電力システムを取り巻く現状」（2024年1月22日）に一部追記

（参考） 
2022年度の
10エリア 
最大需要：
16,630万
kW
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諸外国における負の価格の導入状況

日本 北欧
（デンマークなど）

ドイツ フランス 英国 米国※

電力市場にお
ける負の価格 × ○ ○ ○ ○ ○

凡例　○：認められている　×：認められていない

○ 再エネ導入で我が国に先行する欧州（ドイツ、フランス、英国、デンマーク等）
や米国では、基本的に強制的な出力抑制ではなく、「負の価格」の導入により、
市場原理に基づく、効率的な需給バランスの調整が行われている。

ネガティブプライスは蓄電池や水素製造等の導入を促すインセンティブとなる可能性がある。
自然エネルギーの運用主体を競争市場（発電・小売）に移すことで、小売事業者が自ら供給力を確保する仕組みが構築。

出典）内閣府　第27回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース（資料3-3）　「構成員提言の参考資料集」　（2023年6月29日）

出典）ENTSO-E公表データ等から構成員作成
https://transparency.entsoe.eu/dashboard/show

電力システム改革：供給力確保の議論について
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電力システム改革：供給力確保の議論について

（ご参考）日独PJMの電力市場における自然エネルギーの運用主体

出典）大橋弘、山本敏之「需給調整メカニズムの現況と課題：欧米の比較を踏まえた2024年度以降に向けての考察と提言」（GraSPP-DP-J-22-002,2022年3月）表8-1に赤枠追記 https://www.pp.u-
tokyo.ac.jp/wp-content/uploads/2016/09/GraSPP-DP-J-22-002.pdf 35



エネルギー転換：世界・分散型電源が加速する

リチウムイオン電池価格 $/kWh(left), $/kWh long scale(right)
バッテリー価格低下 バッテリー価格vs市場規模　ロングスケール

リチウムイオンバッテリーパックとセルの価格分割　2013−2023

米国の系統蓄電池ブームは継続
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BNEF37Source: BloombergNEF. Note: MENA is Middle East and North Africa.

世界のPV年間導入量の過去および中期シナリオ予測

エネルギー転換：分散型電源・加速する世界の動き
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エネルギー転換：洋上風力発電、太陽光発電の導入ポテンシャル

38

洋上風力ポテンシャル
（領海＋EEZ）＝1,128GW

出典）自然エネルギー財団
「日本の洋上風力発電のポテンシャル」（2023年11月）

出典）太陽光発電協会「“PV OUTLOOK 2050”（2023年度暫定版）」
（2023年11月）に加筆・修正

太陽光発電ポテンシャル：2,380GW(DC)
*将来的な発電効率想定

(GW)

住宅

非住宅建物
地上設置

農業関連

水上関連



エネルギー転換：2035年脱炭素化電力ミックスの試算結果（暫定）

39

2035年度の1年間を1時間ごとの需給シミュレーションを行い、変動自然エネルギーの発電の季節・時間別の特徴を前提として、需要を賄うことができるか検証した。
本モデルは電力需給モデリングや電力市場評価のためのプラットフォームであるPROMOD（日立エナジー社製）を用いており、調整力・予備力・エリア間の連系線
容量・設備タイプごとの運転制約等の各種制約を満たした上で、コスト最小化計算を行う。沖縄を除いた9エリアについてのゾーナルモデルである。

2022年度・2035年度の電源構成比較2035年度電源構成（発電電力量ベース）
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• 世界では、太陽光・風力を中心に変動型自然エネルギーが急速に拡大しており、気候危機に対する緩和策と
して、効果的かつ経済性の伴う手段であると認識されている。

• 日本でも過去10年間で太陽光・風力の発電容量は90GW超に至ったが、今後、さらなる導入が見込まれてお
り、今後、それに対応する電力システムが求められている。

• 2013年より始まった電力システム改革は、自然エネルギーを拡大する観点から一定の評価ができるものの、
さらなる自然エネルギーの導入には課題がある。とりわけ、
①需給運用において自然エネルギーを最大限活用するための措置（例：優先給電ルールの撤廃）、
②地内系統の増強と送配電部門のさらなる中立化、
③自然エネルギーによる需給調整機能の提供、
などは、さらなる自然エネルギーを中心としたエネルギー転換を進めるうえで、必要不可欠である。

• 今後、自然エネルギーによる脱炭素化を実現するために、蓄電池や水素製造などの新たな技術オプションを
取り込む市場設計を行い、調整力を増加させず、かつ、自然エネルギーを供給力として活用する電力システ
ムを指向していくべきである。
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